
 

「価格転嫁推進東京大会」共同宣言 

～中小企業・小規模事業者が価格転嫁で未来を切り拓く～ 
 

わが国は、停滞から新たなステージへの移行に向かう成長への転換局面にある。

成長と分配の好循環に向けては生産性向上に裏付けされた物価上昇と、それを 

上回る所得向上を構造的、持続的なものとして実現していかなければならない。 

一方で長引く円安や原材料・エネルギー価格の高騰に加え、人件費などのコスト

増により、依然として中小企業・小規模事業者の経営環境は厳しい状況にある。 

経済の持続的な成長に向けては、企業数の 99.7％を占める中小企業（小規模事

業者は 84.5％）の稼ぐ力の強化が不可欠であり、そのためには中小企業・小規模

事業者の価格転嫁の促進が重要であるが、未だ道半ばの状況である。とりわけ、遅

れている労務費やエネルギー費の価格転嫁が急務となっている。 

構造的な人手不足を受け、多くの中小企業・小規模事業者は業績の改善が見られ

ない中での防衛的な賃上げを強いられている。価格転嫁を含む適正な取引の商習

慣の定着に向けて、官民の連携を強化しさらなる環境整備を図るとともに、中小企

業・小規模事業者自らも価格転嫁と生産性向上に積極的に取り組んでいかなけれ

ばならない。 

いま、我々、東京の企業・団体がこの課題に率先して取り組むことで、経済好循

環に向けた動きを加速させ、日本全体の経済成長を牽引すべく、以下のとおり宣言

する。 

 

中小企業・小規模事業者の取り組み 

1. コスト上昇分の価格転嫁に向けて、発注者との価格交渉を積極的に実施します。 

2. 価格交渉にあたり、コストの変動をデータ、資料を通じて取引先へ明示するな

ど発注者の理解醸成を図ります。 

3. 価格転嫁が円滑に進むよう、付加価値向上に取り組み、競争力強化に努めると

ともに、生産性向上に取り組みます。 

 

主催中小企業６団体の取り組み 

1. 「パートナーシップ構築宣言」の理念・意義の理解促進を図り、未宣言企業へ

の取り組みを推進します。 

2. 価格転嫁に関する情報を共有し、相互に発信します。 

3. 価格転嫁に対する最終消費者への理解促進に向けて、官民で連携して取り組み

ます。 

4. 価格転嫁、生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者をサポートします。 
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